（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名　新 野生いのししに対する効果的なワクチン散布
手法検討事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

農政部家畜伝染病対策課野生いのしし対策室経口ワクチン対策係　
電話番号：058-272-1111（内2909）E-mail：c11450@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　　１，５９１千円（前年度予算額：０千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,591
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,591

	決定額
	1,591
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,591


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
　　　　平成30年9月に発生したCSFは、野生いのししが媒介して感染が拡大しているとされており、県では、野生いのししにCSFの抗体をつけるため、平成31年3月から経口ワクチンの散布を開始し、令和元年度末までに6回散布することとしている。
現在、経口ワクチン散布は手散布で対応している一方、本県は飛騨地域を中心に人が入れない森林地帯を数多く有しており、これらの地帯では経口ワクチンを散布できないことから、野生いのししに抗体を付与できていないことが懸念される。
そこで、野生いのししに少しでも抗体を付与するため、森林地帯での経口ワクチンの散布方法の検討が必要である。
（2） 事業内容
〇検討会議の開催
　　　　県豚コレラ有識者検討会委員等で構成する検討会議を設置し、空中散布等森林地帯における効果的なワクチン散布の手法、実証方法について検討する。
　　　〇情報収集
　　　　自衛隊ヘリによる空中散布の実証試験は、国において令和元年11月18日に群馬県、同年12月20日に栃木県で行われており、その情報収集を行う。
　　　〇実証試験
　　　　県防災ヘリ「若鮎1号」を活用し、投下試験等を実施する。
（3） 県負担・補助率の考え方
　　　　航空機を用いた空中からの経口ワクチン散布の可否、手法を検討するものであり、負担は妥当。

（4） 類似事業の有無
　　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　　 300
	検討会委員謝金

	旅費
	700
	業務旅費

	需用費
	371
	事務用品、散布資材

	役務費
	120
	郵便代

	使用料
	100
	会議室借上料

	合計
	1,591
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　　豚コレラ経口ワクチン野外散布実施に係る指針（平成31年3月6日
付け30消安第5881号農林水産省動物衛生課長通知）
岐阜県経口ワクチン野外散布実施計画（2019年3月作成）
（２）国・他県の状況
　　　 国において自衛隊ヘリによる経口ワクチンの空中散布を群馬県、栃木県で実施。県単独で実施した事例はない。
（３）後年度の財政負担
　　　　野生いのししの経口ワクチン散布は、野生いのししにおける感染が終息するまで継続されることから、同程度の財政負担が必要。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	効果的、効率的に経口ワクチンの散布を実施することで、野生いのししに抗体を付与し、感染の拡大を防止し、CSFの終息を図る。




（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（　）
	（　）
	（　）
	（　）
	　
（　）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・岐阜県経口ワクチン野外散布実施計画に基づき事業を実施
　春期１回目：600カ所、春期２回目：937カ所
　夏期１回目：1,796カ所、夏期２回目：1,810カ所
　冬期１回目：1,200カ所、冬期２回目：1,200カ所（予定）



（前年度の成果）

	・経口ワクチンの野外散布の結果、イノシシの抗体付与率が向上した。
　H31.4：0％　→　R1.11末：50％




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	経口ワクチンの計画的、効率的な散布の実施に必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・継続してワクチン散布を行い、環境中の豚コレラウイルスの低減が必要。



（次年度の方向性）
	・イノシシへの抗体付与率を高める。



（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


